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Ａ－８ 空き家管理等情報提供事業 

事業主体 公益財団法人 鹿児島県住宅・建築総合センター 

対象地域 鹿児島県全域 

事業概要 
鹿児島県全域を対象とした空き家管理等の相談体制を、住宅・建築総合センター、県及び

市町村、地域の宅地建物取引業協会、解体工事業団体、建物管理団体等と連携して整備。 

成果計測指標 
現況値 

（事業着手時点） 

完了時点 

（H26 年 2 月 28 日時点） 

今後の目標値 

（Ｈ27 年度末） 

問い合わせ件数（相談会での件数） 0  59  － 

相談対応件数（相談会での件数） 0      59 （59） － 

一次相談窓口のピックアップ 0  25  － 

専門相談窓口のピックアップ 0  17  － 

※（ ）内は、事業期間内の空き家所有者からの相談対応件数 

１．事業の背景と目的 

本県は、H20 住宅・土地統計調査によると全国に比べ空き家率が高く（15.3%）、中でも空き家全体に

占める「その他空き家」の割合が 57.7%と高くなっています。 

しかしながら、これまで空き家に関する相談の受け皿となる窓口がなく、その設置が望まれますが、

離島を抱える広範な県域において、総合相談拠点を各所に新設することは困難な状況にあります。 

このようなことから、県下全域で空き家管理に関する一次相談対応ができる体制を構築するため、対

策情報や個別の専門相談機関の情報を一元的に収集し、身近な住宅相談窓口（市町村等）に周知するこ

とで、相談者（所有者等）の利便向上を図り、空き家の適正管理の必要性の普及・定着に資することを

目的として、国土交通省による「空き家管理等基盤強化推進事業」を活用し、市町村等と専門相談窓口

が連携した空き家相談体制ネットワークを構築することとしました。 

 

２．事業の内容 

（１）事業概要と手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①空き家実態調査

・サービス付き高齢者向

け住宅アンケート

・市町村アンケート

・調査結果集計・分析

⑥空き家相談ガイ

ドブック

・全体構成企画

・管理方法や費用の

目安などの空き家管

理等に関する基礎的

な情報収集

・Ｑ＆Ａ作成

③空き家セミナー

・相談会

・情報展示

・講演会

・来場者アンケート

⑦周知用リーフレッ

ト

②専門団体・ＮＰＯ等

ヒアリング

④専門相談窓口のピッ

クアップ

⑤一次相談窓口のピッ

クアップ

⑧空き家調査体制の整

備に向けた協議

図 1：事業フロー 
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① 空き家実態調査 

 県内の空き家の状況を把握するため、県内のサービス付き高齢者向け住宅の中から 19施設 175

世帯を抽出し、従前住居の状況等に関するアンケート調査及び県内 45市町村へ空き家相談の状況

や相談窓口の設置状況（設置意向）に関するアンケート調査を行いました。 

 

② 専門団体・ＮＰＯ等ヒアリング 

解体に係るコストを把握するための解体関連団体の協力によるや解体コスト調査や空き家管理

の実態を把握するための、空き家管理・再生ＮＰＯへヒアリングを行いました。 

 

③ 空き家セミナー 

適正な空き家管理を推進するため、相談会（建築・

不動産・法律・相続・税・土地家屋）・情報展示・講

演会で構成される「空き家セミナー」を開催しまし

た。 

 

 

 

 

④ 関連団体等の相談窓口（以下、「専門相談窓口」）のピックアップ（窓口設置の働きかけ） 

多岐にわたる空き家相談に対応するため、「空き家セミナー」の情報展示出展団体等へ働きかけ、

専門相談窓口として位置づけました。 

 

⑤ 身近な市町村等の相談窓口（以下、「一次相談窓口」）のピックアップ（窓口設置の働きかけ） 

「空き家実態調査」における市町村アンケートを通じて、空き家相談窓口の設置意向が確認で

きた市町村を空き家相談に関する一次相談窓口として位置付けました。 

 

⑥ 空き家相談ガイドブック 

 「空き家実態調査」の結果や「専門団体・ＮＰＯ

等ヒアリング」結果、「空き家セミナー来場者アンケ

ート（相談結果）」を踏まえ、相談フローや空き家相

談Ｑ＆Ａ（よくある質問と回答集）、賃貸・売買・管

理・解体等の分野別の専門窓口紹介など基礎的な情

報を網羅した一次相談窓口（市町村等）向け相談ガ

イドブックを作成しました。 

  

 

⑦ 周知用リーフレット 

「空き家相談ガイドブック」の作成を踏まえ、空

き家相談窓口を周知するための県民向けリーフレッ

トを作成しました。 

 

写真 1：空き家セミナー 

図 2：空き家相談ガイドブック 

図 3：周知用リーフレット 
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（２）事業の内容 

① 地域における空き家等の実態把握 

空き家の所有状況、管理状況、今後の意向、適正管理のために求める支援等について把握する

ため、サービス付き高齢者向け住宅の入居者及び「空き家セミナー」の来場者に対し、アンケー

ト調査を行いました。 

 

(ア) サービス付き高齢者向け住宅入居者アンケート 

・ 調査概要 

県内のサービス付き高齢者向け住宅（66 施設）よりアンケートの調査対象として 19

施設を抽出し、当該施設の入居世帯を対象に従前住宅の現在の状態、管理状況、今後の

意向、適正管理のために求める支援等について把握するためのアンケートを行いました。 

 

 

 

 図 4：サービス付き高齢者向け住宅入居者アンケート①（調査票） 
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・ 調査期間 

平成 26年 1月 10日～平成 26 年 1 月 20日 

・ 調査対象 

県内のサービス付き高齢者向け住宅（66施設）より抽出した 19施設の 175世帯 

・ 調査方法 

施設管理者による配布・回収 

・ 回収状況 

119世帯（回収率：68.0%） 

・ 集計結果 

A) 回答者属性 

年齢は 74歳以下が 4.1%、75歳以上が 95.9％となっています。 

性別は、女性が 59%、男性が 31%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.8% 0.8% 0.8%
1.7%

17.7%

78.2%

60歳未満

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～80歳

81歳以上

31.1%

58.8%

10.1%

男性

女性

無回答

図 5：サービス付き高齢者向け住宅入居者アンケート②（調査票） 

図 6：年齢 図 7：性別 
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入居以前の職業は、

無職・年金受給者が 50%、

次いで公務員・会社員

が 23%、農林漁業が

11.4%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

入居以前の居住地は、県内が 95.8%、

県外が 3.4%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯構成は、一人暮らしが最も多く、

70.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

従前の住宅の所有状況

は、一戸建て持家が最も

多く、88.3％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

11.4%

10%

0%

23%

50%

2.4%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

農林漁業

自営業・自由業

製造業

公務員・会社員

無職・年金受給者

その他

無回答

95.8%

3.4%0.0% 0.8%

県内

県外

海外

無回答

70.6%

9.2%

13.5%

6.7%

一人暮らし

夫婦のみ

その他

無回答

88.3%

2.6%

0.8%

5.9%

0.8%

0.8%

0.8%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一戸建て持家

分譲マンション

一戸建ての民間借家

民間の賃貸

アパート・マンション

社宅・官舎・寮

県営・市町村営住宅

親族の家

その他

無回答

図 8：以前の職業 

図 9：以前の居住地 

図 10：世帯構成 

図 11：従前住宅の所有状況 
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B) 従前住宅の処分状況 

従前の住宅が空き家のなっている世帯が 64.7%（77世帯）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C) 空き家の管理状況と今後の意向等 

従前の住宅が空き家になっている理由として、「家財道具があり、その保管場所が他

にないため」が 33.1%と最も多く、次いで「定期的（盆・正月など）に帰るため」（30.1%）

が多くなっています。 

 表 1：従前住宅が空き家となっている理由（複数回答）（N=77） 

項 目 回答数 割合 

将来、親族（子どもなど）が居住する予定があるため 22 16.2％ 
定期的（盆・正月など）に帰るため 41 30.1％ 
家財道具があり、その保管場所が他にないため 45 33.1％ 
先祖代々の家なので、売却など処分するわけにはいかな
かったため 

14 10.3％ 

近くに墓があるため、売却など処分するわけにいかなか
ったため 

10 7.4％ 

売却を考えたが、買い手が付かなかったため 3 2.2％ 
賃貸を考えたが、借り手が付かなかったため 0 0％ 
その他 1 0.7％ 

空き家所有世帯のうち 91.4%に管理者がおり、管理者の 72.8%は「親族（子どもなど）」

となっている一方、「自分で管理している」という世帯も 12.4%あります。 

 

 

 

                   

64.7%

23.5%

5.9%

3.4%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

空き家になっている

親族（子どもなど）が住んでいる

売却した（若しくは現在売りに出している）

その他

無回答

91.4%

8.6%

いる

いない

12.4%

72.8%

1.2%

1.2%

0.0%

3.7%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

自分で管理している

親族（子どもなど）

友人

不動産事業者

不動産事業者以外の

空き家管理業者

その他

無回答

図 12：従前住宅の処分状況 

図 13：管理者の有無（N=77） 

図 14：管理者の属性（N=77） 
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  表 2：空き家になっていることに対する不安 

（複数回答）（N=77） 

従前住宅が空き家になっていることに対

する不安として、「台風や水害などの自然災

害」を挙げる意見が 26.2%と最も多く、次

いで「不審火」（24.8%）、「盗難」（22.8%）

が多くなっている一方、「特に心配事はな

い」という意見も 14.1%あります。 

 

 

空き家の所有意向として、「居住の如何に関わらず相続」が 30.8%と最も多く、次いで

「所有継続」（25.6%）、「居住を前提に相続」（25.6%）が多くなっている一方、「現時点

では何も考えていない」という意見も 15.4%あります。 

表 3：空き家の所有意向（N=77） 

項 目 回答数 割合 

このまま所有し続けるつもり 20 25.6％ 
居住するのであれば、親族（子どもなど）に相続したい 17 21.8％ 
居住する・しないに関わらず、親族（子どもなど）に相
続したい 

24 30.8％ 

売却したい 3 3.8％ 

市町村など公共団体へ寄付したい 1 1.3％ 
その他 1 1.3％ 
現時点では何も考えていない 12 15.4％ 
その他 1 0.7％ 

 

 

D) 空き家の適正管理に求める支援 

空き家の適正管理に求める支援として、

「公的な相談窓口の設置」が 26.2%と最も

多く、次いで「維持管理に関する情報発信」

（23.5%）、「解体費用に対する補助」（24.8%）

が望まれています。 

 

 

 

 

 

E) 自由意見 

空き家の管理について、家族でいつも気にしている。近所にも空き家が多く、
それらを公的に管理するのは、とても大変だと思う。将来的には、自分か親族
が処分しなければならないと思っている。 
以前居住していた住宅は、耐震工事・白蟻駆除・火災報知器設置などを行い、
隣人に見まわりお願いしている。隣家も空き家になっており、雑草が歩道まで
のびて通行人が困っている。行政から所有者に連絡するなり、何とか手をうっ
てもらえれば有難い。 
以前、不審者があった。警察にパトロールをお願いしたが、人手不足とのこと
で、年金生活者として負担だが、24時間 SECOMを依頼している。適切な管理、
住環境の形成にもう少し行政が目を向けてほしい。 

項 目 回答数 割合 

盗難 34 22.8％ 
不審火 37 24.8％ 
台風や水害などの
自然災害 

39 26.2％ 

不審者の侵入 17 11.4％ 
その他 1 0.7％ 
特に心配事はない 21 14.1％ 

表 4：空き家の適正管理に求める支援 
（複数回答）（N=77） 

項 目 回答数 割合 

公的な相談窓口の
設置 

38 26.2％ 

維持管理に関する
情報発信 

34 23.5％ 

売却または賃貸を
仲介する公的機関 

29 20.0％ 

解体費用に対する
補助 

36 24.8％ 

その他 8 5.5％ 
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・ 分析結果 

今回の調査で約 2/3のサービス付き高齢者向け住宅入居世帯の従前住居が空き家とな

っており、全国と比べ非常に高いことが分かりました※。 

中山間地や離島を多く抱える本県においては、空き家が市場で流通しにくいことも原

因の一つとして考えられ、管理を親族が行っているケースが多いことや相続を検討する

意見が多いことを踏まえ、相続や親族の高齢化を機に一気に適正に管理されない空き家

となることも想定されます。 

このため、まずは相談窓口設置や情報発信により、空き家の適正管理の必要性を普

及・啓発し、その推進策としての解体費用助成等についても行政に対し、その検討の必

要性を働きかけていく必要があります。 

また、福祉施策とも連携した空き家の適正管理の必要性の普及・啓発も必要となって

くると思われます。 

※ 平成 24年度に（一社）高齢者住宅推進機構が実施したサービス付き高齢者向け住宅入居者

を対象とした空き家の所有状況調査では、空き家所有率 13%となっています。 

 

(イ) 「空き家セミナー」来場者アンケート 

・ 調査概要 

「サービス付き高齢者向け住宅入居者アンケート」を補完するため、「空き家セミナ

ー」の来場者を対象に空き家の所有状況、管理状況、適正管理のために求める支援等に

ついて把握するためのアンケートを行いました。 

 

 

 図 15：「空き家セミナー」来場者アンケート（調査票） 
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・ 調査期間 

平成 26年 1月 31日 

・ 調査対象 

「空き家セミナー」来場者（アンケート協力者：132 名）のうち、空き家所有者（57

名） 

・ 調査方法 

係員による配布・回収 

・ 集計結果 

A) 回答者属性（来場目的） 

来場の目的は「空き家を所有しており、セミナーの内容に興味があった」が 48.7%と

最も多く、次いで「仕事（業務）上、参考になると思ったから」（40.2%）となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B) 空き家の管理状況と今後の意向等 

従前の住宅が空き家になっている理由として、「先祖代々の家なので、売却など処分

するわけにはいかなかったため」が 31.6%と最も多く、次いで「売却を考えたが、買い

手が付かなかったため」（14.0%）が多くなっています。 

 表 5：従前住宅が空き家となっている理由（空き家セミナー） （複数回答） 

項 目 回答数 割合 

将来、親族（子どもなど）が居住する予定があるため 6 10.5％ 
定期的（盆・正月など）に帰るため 6 10.5％ 
家財道具があり、その保管場所が他にないため 7 12.3％ 
先祖代々の家なので、売却など処分するわけにはいかな
かったため 

18 31.6％ 

近くに墓があるため、売却など処分するわけにいかなか
ったため 

2 3.5％ 

売却を考えたが、買い手が付かなかったため 8 14.0％ 

賃貸を考えたが、借り手が付かなかったため 6 10.5％ 
その他 7 12.3％ 

 

48.7%

22.2%

40.2%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

空き家を所有しており、

セミナーの内容に興味があったから

空き家は所有していないが、

セミナーの内容に興味があったから

仕事（業務）上、

参考になると思ったから

その他

図 16：来場目的（空き家セミナー） 
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空き家所有世帯のうち 85.7%に管理者がおり、管理者の 75.0%は「自分で管理してい

る」となっています。 

 

 

C) 空き家の適正管理に求める支援 

空き家の適正管理に求める支援として、

「売却または賃貸を仲介する公的機関」が

28.0%と最も多く、次いで「解体費用に対す

る補助」（25.6%）、「公的な相談窓口の設置」

（24.6%）が望まれています。 

 

 

 

 

 

D) 自由意見 

現在の「空き家問題」を解決するには、地域の将来像(ビジョン)を自治体や住
民の方が一緒になって創像する必要がある。「空き家」は結果であり、その結果
を招いた原因が、高度経済成長期の大型団地造成にあると考える。地域の規模
に見合った対策を望みたい。 
多様な不動産関係のニーズを結びつける公的なシステム(信用できる)機関をつ
くる。民間だけ不動産業者だけては、うまく情報が流通していかない。 
空き家を持っていても活用方法や維持方法が解らず、文化的価値がありそうな
のに古いから壊す・放置するというもったいない状況があふれていると思う。
私（次世代）にはとても面白い価値あるものに見えるので、空き家状況がわか
るサイトがあればいいのにと思う。 

 

 

・ 分析結果 

サービス付き高齢者向け住宅入居者アンケートと比べ、空き家の自己管理の割合が高

い、空き家の売却・賃貸に対する支援要望が高いなど、傾向が異なっています。 

サービス付き高齢者向け住宅入居者アンケートが相続を検討する層が中心だったの

に対し、「空き家セミナー」来場者アンケートは既に相続を受けた層または実際に空き

家の管理等に問題を抱えている層が中心であったことに起因すると考えられます。 

表 6：空き家の適正管理に求める支援 
（空き家セミナー） （複数回答） 

項 目 回答数 割合 

公的な相談窓口の
設置 

52 24.6％ 

維持管理に関する
情報発信 

39 18.5％ 

売却または賃貸を
仲介する公的機関 

59 28.0％ 

解体費用に対する
補助 

54 25.6％ 

その他 7 3.3％ 

85.7%

14.3%

いる

いない

図 17：管理者の有無（空き家セミナー） 

図 18：管理者の属性（空き家セミナー） 

75%

16.7%

0.0%

2.8%

0.0%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80%

自分で管理している

親族（子どもなど）

友人

不動産事業者

不動産事業者以外の

空き家管理業者

その他
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空き家の管理者がいる割合もサービス付き高齢者向け住宅入居者アンケートと比べ

少ないことから、空き家の適正管理推進の側面からは、より緊急性が高いとも考えられ

ます。 

今後も同様のセミナー（相談会）の開催の必要があると思われます。 

 

 

(ウ) その他（地域別相談ニーズ調査） 

・ 調査概要 

都市部・中山間地・離島と多様な地域性がある本県における地域別の相談ニーズを把

握するため、市町村へ相談内容の照会を行いました。 

・ 調査対象 

県内 45市町村空き家または住宅行政担当者 

・ 調査方法 

電子メールによる意見徴収 

 

A) 市町村に寄せられる相談内容等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 7：地域類型別相談内容の割合 

 

・ 分析結果 

相談ニーズについて、地方中心都市や離島の市町村ではＵＪＩターン希望者による空

き家物件の照会に関する相談が多く、また、危険廃屋に対する苦情等が地方中心都市で

特に高い傾向にありました。 

従来、中山間地や離島において、空き家の問題が挙がっていましたが、地方中心都市

においても関心が高くなっていることがうかがえます。 

 

 

№ 分類

1 空き家物件の情報のありか（所在） 5 62.5% 7 30.4% 12 85.7%

2 空き家に係る相談窓口の連絡先や場所 1 12.5% 2 8.7% 4 28.6%

3 空き家物件（所有者）の紹介依頼 0 0.0% 2 8.7% 8 57.1%

4 空き家物件の仲介業務等を行う宅建業者等の紹介依頼 1 12.5% 1 4.3% 0.0%

5 空き家物件の現地案内や現地見学会の開催の有無・実施時期等 1 12.5% 1 4.3% 2 14.3%

6 一時滞在や体験入居の実施の有無 1 12.5% 3 13.0% 1 7.1%

7 空き家の売買や賃貸の相場（価額等） 2 25.0% 3 13.0% 2 14.3%

8
UJIターン等の空き家取得者への空き家取得（改修）費等の
助成の有無・内容

2 25.0% 2 8.7% 2 14.3%

9 改修（リフォーム）工事に係る優良事業者の紹介依頼 1 12.5% 0 0.0% 0 0.0%

10 危険廃屋に対する苦情（倒壊・飛散・雑草など） 5 62.5% 6 26.1% 3 21.4%

11 危険廃屋の除却コストや除却に係る助成の有無・内容 6 75.0% 7 30.4% 2 14.3%

12 空き家の公共団体等への寄付 3 37.5% 5 21.7% 1 7.1%

13 とくに相談はない 1 12.5% 3 13.0% 2 14.3%

※中心都市：N=8、中山間：N=23、離島：N=14

中心都市 中山間 離島
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② 相談員の研修・育成 

自治体の窓口を「空き家相談に関する一次相談窓口」として位置付け、一般的な相談内容に対

応していただくとともに、より高度な（専門性の高い）相談については、専門相談窓口への交通

整理役を担っていただくための「空き家相談ガイドブック」を作成しました。 

専門相談窓口のみならず、一般的な相談内容に対応していただくためのＱ＆Ａや相談シートの

サンプルも掲載しています。 

なお、Ｑ＆Ａの作成にあっては、市町村から収集した相談事例を参考としたほか、掲載内容の

照会も行いました。 

また、広域的な相談や多分野が複合する相談については、鹿児島県土木部建築課住宅政策室住

宅企画係と（公財）鹿児島県住宅・建築総合センター企画部企画課が総合窓口として、これに対

応することとしています 

次年度では、この「空き家相談ガイドブック」を用いた自治体職員向けの研修会を実施するこ

ととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談者 

関係団体等 

（専門相談窓口） 

空き家 
相談 

一般的相談 
に対応 

専門相談 
窓口を紹介 

相談 
対応 

市町村 

（一次相談窓口） 

 
 
 
 
 

鹿児島県 
 

住宅センター 
 
（広域相談窓口） 
（複合相談窓口） 

広域相談、 
複合相談 
に対応 

広域相談、 
複合相談 
に対応 

図 19：空き家相談フロー 
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図 20：空き家相談ガイドブック（目次） 

図 21：空き家相談ガイドブック（相談事例（Ｑ＆Ａ）編） 
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図 22：空き家相談ガイドブック（専門相談窓口編） 

図 23：空き家相談ガイドブック（専門相談窓口・一次相談窓口編） 
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③ 相談業務に必要な基礎情報調査 

空き家等の実態把握において解体に関する相談需要が高いことが判明したため、（一社）鹿児島

県建造物解体業連合会から、解体に係るコストの情報を収集しました。 

その結果、大型車輌や重機の侵入経路の確保や家財道具の有無で違いがあるが、一般的な木造

住宅の解体で 2.6万円/坪程度のコストが把握でき、「空き家相談ガイドブック」へ反映しました。 

なお、同連合会では、このコスト目安を会員企業へ周知を図っています。 

また、空き家の管理・再生の視点から、空き家管理・再生団体へヒアリングを行ったところ、

空き家の利活用の阻害要因として、現況調査実施の困難さや相談体制・情報提供体制の整備・普

及が意見としてあげられ、行政による支援や活動の担保が望まれています。 

図 24：空き家相談ガイドブック（相談シート編） 
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表 8：ヒアリング結果（NPO 法人結の夢来人・絆プロジェクト）  

団体名 NPO 法人結の夢来人・絆プロジェクト 

質問 1 団体の概要について 

設立年：平成２５年２月１５日 

会員数:個人会員：１５名 賛助会員:４名 計１９名 

活動エリア：鹿児島県内 

活動状況:年６回のワークショップ開催 

質問 2 空き家再生を行う上での課題について 

・ 先祖の財産である為、他人に譲らない。 

・ 盆・正月の為に故郷に帰って来るため、年に 2回程度の帰省客との交流が上手くいかない。 

・ まだ親が亡くなってから 1年忌のため、3年忌までは考えたくない心情的な所有者もいる。 

・ 良い空き家の所有者を調べて、手紙を送るが一方通行で回答が得られない。 

・ 施設に入ったままで、空き家が増加している為、本人と親族との考えの相違。 

・ 危険家屋に対しての条例と立ち入り調査 

質問 3 空き家の所有者等と接する中で、どのような情報提供や相談体制が効果的（求めら

れている）と感じるか。 

・ 高齢化に伴い、体の不自由な方、また耳が聞こえにくく認知をわずらっている方が増えて

きているために、これからは公民館規模によるワークショップ等の地道な活動が所有者と

のコミュニケーションが図られ理解が得られやすくなる。 

・ 相続人が県外に住んでいる方が多く、現在の管理者との情報交換も必要である。各市町村

の企画課を含め納税課との連携により定期的に出前法律無料相談会等のイベントを開催

することにより身近に所有者に対しての普及・啓発に繋がる。 

質問 4 どのような支援（助成）があれば空き家対策として効果的または団体の活動に利が

あると考えるか。 

・ 今後空き家の増加により、空き家の馬小屋等には使い捨ての農機具等がそのままの状態で

残っている。この農機具を整備し新規就農者・集落営農者への貸出として利活用する。 

・ 現在、兵庫県が行なっている古民家再生促進支援事業などを参考とした制度の創設等によ

り、古民家を地域のコミュニティー施設として助成金で整備し、歴史的建造物としての価

値ある民家として保存・利活用する。 

・ 今後の需要が見込まれる通所介護施設とまた子供支援対策として学童保育施設とデイサ

ービスとして空き家の利活用が望まれる。この橋渡しと支援をＮＰＯ等が行い定住促進と

地域再生に繋げる役割を行う。 

質問 5 その他、意見等 

・ 「空き家セミナー」の開催により、各市町村で取り組んでいる空き家バンクを更に活かす

ために、相談窓口の整備と相談員のスキルアップ、新たな「空き家対策推進協議会等の設

立」が必要である。 

・ 国の「空き家等対策の推進に関する特別措置法案」により、委任した者（NPO 等各団体）

に、空き家等と認められる場所に立ち入り調査ができるような空き家条例の制定が望まれ

る。 
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表 9：ヒアリング結果（一般社団法人鹿児島県古民家再生協会）  

団体名 一般社団法人 鹿児島県古民家再生協会 

質問 1 団体の概要について 

設立年：平成 24年 12月 

会員数：13名 

活動エリア：鹿児島県内（離島を除く） 

活動状況：古民家鑑定、古材鑑定、古民家（空き家）相談件、鑑定実技研修など 

質問 2 空き家再生を行う上での課題について 

・ 協会では古民家の定義を築 50 年以上経った伝統構法並びに在来工法によって建てられた

木造軸組み工法の住宅と定義付けしている。相談をされる方のほとんどが両親が亡くなっ

たため空き家の所有者となった方で、県外居住のため維持管理が困難な状態となってい

る。 

・ 既存不適格のため、思い切った改修が必要だが、煩わしさを感じる施主も多い。 

・ 相続がうまくいかないケースがある 

・ 気軽に相談する所がない。 

質問 3 空き家の所有者等と接する中で、どのような情報提供や相談体制が効果的（求めら

れている）と感じるか。 

・ 相談窓口の明確化並びに認知化 

・ 相談費用の明確化（有料か無料か有料であればどの位費用が掛かるのか） 

・ 空き家（古民家を含む）の需要者と供給者のネットワーク化（情報交換の場の創世） 

・ 空き家のコンデションを調査するインスペクター教育 

・ 戸別ではなく地域との連携を密にして極力空き家にしない方策を企画立案する技術者の

育成 

・ 解体に対する助成金制度の創設 

・ 良質な業者の情報提供                                     

質問 4 どのような支援（助成）があれば空き家対策として効果的または団体の活動に利が

あると考えるか。 

・ 空き家に対する需要者と供給者の行政若しくはそれに準ずる機関によるマッチング 

・ 空き家を含む建物調査、統計調査等 

質問 5 その他、意見等 

・ 既存の建物をより永く何世代にも渡って使用する（出来る）というのが理想。 

・ 建築基準法の見直しを含め、もっと既存住宅を残す施策に重きを置いてほしい。 

 

 

 

④ 空き家等所有者への情報提供に資する資料等の作成 

「空き家相談ガイドブック」に加え、相談窓口を周知するための県民向けリーフレットを作成

しました。広域的な相談や多分野が複合する相談に対応する総合相談窓口として、鹿児島県土木

部建築課住宅政策室住宅企画係と（公財）鹿児島県住宅・建築総合センター企画部企画課を総合

相談窓口として掲載しました。 
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 図 25：空き県民向け周知用リーフレット 
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⑤ 相談事業の実施 

市町村等と専門相談窓口が連携した空き家相談体制ネットワークの事業開始は次年度を予定し

ており、本年度は相談窓口設置に向けた市町村や関連団体への働きかけを行いました。また、普

及・啓発策として実施した「空き家セミナー」で相談会を実施する中で関連団体との連携体制の

構築を図りました。 

県下 45 市町村に「空き家相談窓口（一次相談窓口）」の設置について、県を通じて働きかけた

ところ 25市町村より設置意向が確認できました。 

また、「空き家セミナー」への相談員派遣や情報展示を通じて協力を得られた関連団体（17 団

体）に専門相談窓口として対応いただけることになりました。 

今後、できるだけ早期に前述の「空き家相談ガイドブック」を用いた研修会を開催し、相談体

制ネットワークを構築することとしています。 

さらに、「空き家相談窓口」の設置意向を確認できなかった自治体への窓口設置と専門相談窓口

を増やすための働きかけを継続することとしています。 

 

          表 10：「空き家相談窓口（一次相談窓口）」設置意向確認市町村 

№ 自治体名 担当部署名 

1 鹿児島市 
建築指導課 

環境衛生課環境衛生係 

2 鹿屋市 安全安心課防災防犯係 

3 枕崎市 
総務課危機管理対策係 

市民生活課環境整備係 

4 出水市 
総務課安全安心推進室 

観光交流課交流･定住促進係 

5 薩摩川内市 企画政策課企画総務グループ 

6 霧島市 

建築指導課建築指導グループ 

安心安全課防災グループ 

環境衛生課環境保全グループ 

7 いちき串木野市 生活環境課環境衛生係 

8 南さつま市 
企画課地域政策係 

総務課交通防災係 

9 志布志市 
建設課都市計画係 

企画政策課 

10 姶良市 
建築住宅課住宅係 

危機管理課防災係 

11 さつま町 企業誘致対策室企業誘致係 

12 長島町 企画財政課 

13 大崎町 企画調整課企画政策係 

14 東串良町 企画課企画広報係 

15 南大隅町 

企画振興課定住促進係 

町民保健課環境衛生係 

建設課建築係 

16 中種子町 企画課地域振興係 

17 南種子町 観光課観光経済係 

18 大和村 総務企画課企画調整係 

19 瀬戸内町 
企画課企画開発係 

総務課 

20 龍郷町 総務企画課 

21 喜界町 企画課観光商工係 

22 徳之島町 
企画課商工係 

建設課建築係 

23 伊仙町 企画課 
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24 和泊町 

土木課住宅係 

総務課空き家等適正管理係 

企画課定住促進係 

25 知名町 

企画振興課空き家利活用事業 

総務課防災係 

建設課町営住宅係 

                表 11：「専門相談窓口」団体等 

№ 団体等名 

1 鹿児島県土木部建築課住宅政策室住宅企画係 

2 公益財団法人鹿児島県住宅・建築総合センター 企画部企画課 

3 NPO 法人結の夢来人・絆プロジェクト 

4 一般社団法人鹿児島県古民家再生協会 

5 公益社団法人鹿児島県建築士会 

6 一般社団法人鹿児島県建設業協会 

7 一般社団法人鹿児島県建築協会 

8 一般社団法人鹿児島県建築士事務所協会 

9 一般社団法人鹿児島県建造物解体業連合会 

10 社団法人鹿児島県産業廃棄物協会 

11 鹿児島県しろあり対策協会 

12 南九州税理士会鹿児島支部 

13 鹿児島県行政書士会 

14 鹿児島県司法書士会 

15 鹿児島県土地家屋調査士会 

16 公益社団法人鹿児島県宅地建物取引業協会 

17 公益社団法人全日本不動産協会鹿児島県本部 

 

⑥ 相談を通じて必要とされる空き家の診断、調査体制の整備 

現在、現地派遣調査を行っている（一社）鹿児島県建築士事務所協会や空き家再生ＮＰＯへ確

認したところ、相談は無料、調査は有償（交通費程度）で対応していることが確認できました。 

今後、調査コストの透明化を図るため、費用の明確化（明文化）を働きかけることとしていま

す。 

 

⑦ 空き家等の適正管理の一般化・普及・啓発 

適正な空き家管理を推進するため、「空き家セミナー」を平成 26年 1月 31日(金)に開催しまし

た。 

当日は、建築（NPO 法人結の夢来人・絆プロジェクト）・不動産（（公社）鹿児島県宅地建物取

引業協会・（公社）全日本不動産協会鹿児島県本部）・法律（鹿児島県司法書士会）・相続（鹿児島

県行政書士会）・税（南九州税理士会鹿児島支部）・土地家屋（鹿児島県土地家屋調査士会）のブ

ースを設け、各分野の専門家による無料相談会を開催し、相談件数は空き家に関するもので 59

件を数えました。 

また、空き家の適正管理に関係する団体（17団体）にそれぞれの業務概要に関するパネル展示

などの出展いただき情報展示を行ったほか、社会デザイン研究者の三浦 展 氏を講師に招き、「人

口減少時代の地域における空き家活用」というタイトルで、ご講演いただきました。 

平日の開催にも関わらず、約 300 名の来場者があり、新聞・テレビメディアも取材に訪れるな

ど、空き家に関する問題意識の高さと相談需要の大きさを確認することができました。 



 21 

表 12：「空き家セミナー」相談会での相談者及び相談内容別の相談件数 

 空き家所有者本人 所有者本人以外※1 計 

管 理 9件 0件 9件 

売 買 6件 0件 6件 

賃 貸 0件 0件 0件 

解 体 3件 0件 3件 

上記以外※2 41件 0件 41件 

複 合※3 0件 0件 0件 

小 計 59件 0件 59件 

※1：空き家所有者の親族や、成年後見人など空き家所有者の空き家の管理業務に密接に関係している者 

※2：相続や税相談など、空き家の管理、売買、賃貸、解体以外の相談 

※3：空き家の管理のみの相談ではなく、例えば将来の売買相談とそれまでの管理相談など、複数の項目に係る相談 

 

表 13：「空き家セミナー」相談会での相談内容別の相談例 

管 理 
空き家に築年数が古く、耐震性が心配だ。どこに依頼すれば調査してもらえるの

か。また、調査費用はどのくらいかかるか。 

売 買 
相続した空き家を売却したい。不動産事業者に仲介を依頼しているが、なかなか

買い手が付かない。何かよい手立てはないか。 

解 体 老朽化した空き家を解体したいのだが、どのくらい費用がかかるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26：空き家セミナー開催案内チラシ 写真 2：空き家セミナー（相談会） 

写真 3：空き家セミナー（講演会） 写真 4：空き家セミナー（情報展示） 
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２．事後評価 

（1）一次相談窓口のピックアップ（窓口設置の働きかけ） 

一次相談窓口として、全 45市町村の設置意向確認を目指しましたが、相談内容が多岐にわたる空き家

相談の窓口設置には関連部局間の調整等の必要があることなどから 25 市町村にとどまりました。今後、

県の協力をいただきながら、一層の働きかけを行います。 

（2）専門相談窓口のピックアップ 

一方で、専門相談窓口としては、「空き家セミナー」における相談会や情報展示を通じて相談需要の大

きさを理解いただき、目標（5団体）を上回る 17団体の方々にその役割を担っていただけたことは大き

な成果でした。 

（3）相談会での相談対応 

「空き家セミナー」において、多数の来場者、相談者があったことで、空き家相談に対する需要の大

きさと様々な課題があることを認識することができました。空き家相談体制ネットワークの事業開始後

はメディアを活用した情報発信や今回作成した窓口周知リーフレットを用いるなどして空き家相談窓口

の所在を早期に広く県民へＰＲしていくことが必要だと考えています。 

 

３．今後の課題 

実態把握や「空き家セミナー」を通じて、相談体制の整備（ネットワーク化）と並行して、空き家の

適正管理の必要性について、「空き家セミナー」の開催など継続的に普及・啓発していくことが必要だと

感じています。 

また、空き家の適正管理の阻害要因一つとして、所有者（相続人）が県外に居住しているため、意思

疎通（連絡）が十分にとれないこともヒアリング等で挙げられていることから、特に大都市圏における

他都道府県協議会等との連携を模索する必要性もあると考えられ、全国規模での情報交換の場（全国協

議会等）の設置も望まれます。 

 

４．今後の展開 

一次相談窓口及び専門相談窓口の設置意向が確認でき、「空き家相談ガイドブック」を作成したことで、

空き家に関する相談体制の整備（ネットワーク化）の準備が整いました。新年度早々に相談窓口の担当

者を対象とした研修会を開催し、空き家に関する相談体制ネットワークを発足させます。 

また、これに伴い、県民向けの普及啓発用リーフレットを各相談窓口やイベント等を通じて配布して

いきます。 

さらに、空き家に関する問題意識の高さと相談需要の大きさを確認することができたことから、次年

度以降も総合的な相談及び情報発信の場（イベント）として、「空き家セミナー」の開催を模索したいと

考えています。 
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